
４ 引当外退職給付増加見込額及び損益外減損損失額の各セグメント別金額は、下記のとおりです。 （単位：円）

検 査 等 解析及び評価 原子力災害の予
防等 調査、試験等 情報の収集、整

理等
その他原子力の
安全の確保 計 法 人 共 通 合 計

引当外退職給付増加見込額 2¶777¶973 3¶334¶808 � 476¶119 4¶770¶537 3¶378¶047 0 13¶785¶246 58¶281¶217 72¶066¶463

損益外減損損失額 0 0 103¶731¶184 0 0 0 103¶731¶184 0 103¶731¶184

法人単位財務諸表と各勘定別財務諸表の関係を明らかにする書類
貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日）

（単位：円）

科 目 立 地 勘 定 利 用 勘 定 その他の勘定 法 人 単 位

資産の部
Ò 流動資産

現金及び預金 11¶573¶176¶604 3¶494¶951¶877 2¶020¶304¶841 17¶088¶433¶322

未収入金 2¶149¶031 74¶684 4¶433 2¶228¶148

未成検査支出金 0 0 1¶083¶384¶478 1¶083¶384¶478

未収収益 821¶358 208¶964 120¶361 1¶150¶683

流動資産合計 11¶576¶146¶993 3¶495¶235¶525 3¶103¶814¶113 18¶175¶196¶631

Ó 固定資産
１．有形固定資産
構築物 151¶802¶030 0 0 151¶802¶030

機械及び装置 150¶755¶104 83¶338¶483 0 234¶093¶587

車両運搬具 245¶102 0 1¶764¶038 2¶009¶140

工具器具備品 3¶639¶834¶481 160¶632¶481 26¶169¶787 3¶826¶636¶749

有形固定資産合計 3¶942¶636¶717 243¶970¶964 27¶933¶825 4¶214¶541¶506

２．無形固定資産
ソフトウエア 1¶279¶638¶168 296¶488¶352 18¶868¶494 1¶594¶995¶014

電話加入権 28 0 174 202

無形固定資産合計 1¶279¶638¶196 296¶488¶352 18¶868¶668 1¶594¶995¶216

３．投資その他の資産
敷金・保証金 427¶677¶219 273¶116¶552 32¶435¶125 733¶228¶896

投資その他の資産合計 427¶677¶219 273¶116¶552 32¶435¶125 733¶228¶896

固定資産合計 5¶649¶952¶132 813¶575¶868 79¶237¶618 6¶542¶765¶618

資産合計 17¶226¶099¶125 4¶308¶811¶393 3¶183¶051¶731 24¶717¶962¶249
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各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類
１．各勘定の経理の対象
{ 立 地 勘 定 特別会計に関する法律（平成十九年法律第二十三号）第八十七条の電源開発

促進勘定からの電源立地対策に要する交付金等を財源とするもの。
| 利 用 勘 定 特別会計に関する法律（平成十九年法律第二十三号）第八十七条の電源開発

促進勘定からの電源利用対策に要する交付金等を財源とするもの。
} その他の勘定 上記「立地勘定」、「利用勘定」に掲げる以外のもの。
２．勘定相互間の関係

該当するものはありません。

２ 各区分の主要な事業の内容
\ 検査等：機構法第13条第１項第１号に定める、原子力施設及び原子炉施設に関する検査その他これに類する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務

機構法第13条第２項第１号及び第２号に定める、原子炉等炉規制法（第68条第１項から第３項まで）及び電気事業法（第107条第１項から第３項まで）の規定による立入検査等
機構法第13条第３項に定める、国の行政機関の求めに応じて行う、原子力の安全の確保に関する業務のうち運搬物確認等の業務

] 解析及び評価：機構法第13条第１項第２号に定める、原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
^ 原子力災害の予防等：機構法第13条第１項第３号に定める、原子力災害の予防、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止及び原子力災害の復旧に関する業務及び機構法第13

条第６号に定める、付帯する業務
_ 調査、試験等：機構法第13条第１項第４号に定める、エネルギーとしての利用に関する原子力の安全の確保に関する調査、試験、研究及び研修に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付
帯する業務

` 情報の収集、整理等：機構法第13条第１項第５号に定める、安全確保に関する情報の収集、整理及び提供に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
a その他原子力の安全の確保：機構法第13条第３項に定める、国の行政機関の求めに応じて行う、原子力の安全の確保に関する業務のうち「検査等」に区分されている業務以外の業務
３ セグメントに配賦しなかったもの（法人共通）
\ 人件費 1¶092¶258¶219円（間接部門に係る人件費）
] 一般管理費（除く人件費） 907¶328¶760円（間接部門に係る人件費以外）
^ 財務費用 2¶032¶682円（支払利息等）
_ 運営費交付金収益 1¶917¶264¶570円（法人共通費用に係る収益化額1¶917¶264¶570円）
` 資産見返負債戻入 81¶927¶446円（法人共通資産に係る戻入額）
a 財務収益 10¶458¶062円（受取利息等）
b 雑益 613¶704円（保険事務代行手数料等）
c 流動資産 18¶175¶196¶631円（現金預金等）
d 固定資産 968¶561¶107円（うち有形固定資産 82¶390¶098円、無形固定資産 152¶942¶113円、投資その他の資産 733¶228¶896円）
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